
























































管理会計の不適合性が生 じるとい う管理会計技法受.入n特有の 「逆レレバンス ・ロス ト」現
象という考え方を提示する。 さらに、同 じ管理会計技法の受入国である日本と台湾との比較
検討を、バ ランス ト・.スコアカー ド(BSC;平衡計分)を 考察材料にして行い、「逆 レレバ
ンス ・ロ.スト」現象を観察 している。
以土、台湾における管理会計については、管理会計技法の国際移転という観点からの検証
の結果、一部の管理会計に関して、nは 、日本 よりも早 く、アメリカから管理会計技法を







て、企業内で使用 され る管理会計技 法は、従来 、経営 のための単 なる技術 であ ったが、国際
化 ・グローバル化の時代 を迎 えて 、例 えば、コーポ レ・一ト ・ガバ ナ ン.スに も役 立つ管理 会計
技 法であ るこ とや 、委託 され た資本運用 の説 明に耐 えうる管理会計技法等 であ ることが要請
され るよ うになって きた ことなどを明 らかに してい る、,そして 、管理会計 問題 へのアプ ロー
チにつ いて も、「会計制度 ・技 法のキ ャッチァ ップが速 いこ と」 「.アカ ウンタビリテ ィ概念 が
欠如 しているこ と.」とい う特質 が抽 出され る、 と論文鋸 出者は主張す る。 さらに、「管理会計
の財務会a'1化」 とい う特質 が管理会計へのアプロ…チか らは抽 出 され る.として いる。
(iii)環境 会計へのアプ ローチでは、中華人民共和国 も台湾 も啓蒙期 の段階 にあることを明
らかに してい る。す なわち、 中華 人r*'和国 において、環 境保全 は国 を挙 げて取 り組 む重大
な分野 であ り、「憲法」 に まで盛 り込 まれ 、それ に基づ き、.「環境保護法」 を頂点 として6,00(1
余の環境 関連法規 によ る法体系 を確 立 して いる。環境学 も大変盛 んであ り、環境会計 に関す
る論文 も数 多 く発表 されて いる。 しか し、現実の環境 は益々悪化の一・途 を辿っている一方で 、
中華入民共 和国 には、 これ までの ところ環境報 告書 を公表 す る企業 は存在 しなかった。 日中
協力 の3E研 究院 プ ロジェク トによって 、中華人民共 和国初 の環境 報告書 が2002年に作成 ・
公.表され た。 これ は、 日本 の 「環境 会計 ガイ ドライ ン」 に基づい た環境報告書 であった。 こ
の よ うに本 論文 は、 中華人民 共和国の環境 会計 につ いて検 討 し、 さらに何故 、環境会 計が未
だに啓蒙期の段階で止 まってい るのか を推量す る。
他方、台湾で は、2000年に入 ると環境会計の制度 化に向けた2つの大 きな研究 プロジェク ト.
が政府の委託で実施 され、相次いで その報告書 が公表 された。 この2つの報告書 は、台湾にお
ける環境会計 の制度化 に向 けたオ ピニ オン ・レポー トとな って いる。....一方の報 告書について
は、 日本 の 「環境会計 ガイ ドライン」 を十分考慮 した内容 に なっているが、 もう.一方 では全
く無視 され てい る。現実 に、環境報告書 を公表 して いるサ イ トは数組織(病 院等 も.含む〉で
しか なく、台湾の経済規 模か ら見て極端 に少 ないと.論 文提 出者 は指摘 する。
以上の検討 か ら、論文提出者 は、.中華人民 共相国 に して も、台湾 に して も、環境.会計への
奴組み が...s一分でない ことを明 らかに してい るが、 さらにその原鐘 はど こにあ るかについての
考察 を加 える。その結果、企業 お よび ステ イクホル ダーの双方 に 「アカウ ンタビリテ ィ概 念
の欠如」 があるのではなか ろ うか、 と考量 す る。特 に資本主義的 な経験 が浅い中華人民共和
国 に、 それ が当ては まる。説明責任 としての アカウ ンタビ リテ ィ概念 は、資本主義社 会で長
い時間 をかけて醸成 されて きた会計 の基礎概念 で ある,そ の アカウ ンタビリテ ィ概念が未成
熟なため に、環境報 告書の作成 ・報.告とい う行動 にまでは至 らなかった、 と解釈す るのが妥
当で ある と論 じる。台湾 において は、資本主義社会 の経験 は十 分に積 まれ てい るはず だが、
環境会n'fの制度化へ の動 きは遅 い。やは り、...・.般経済社 会 においてアカ ウンタビ リテ.イ概念
が未だ十分 に醸成 されてい ない ために、環境報 告書 を公開す るサイ トも増加 していない と解





「アカウンタビリテ ィ概念 の欠如」 が、この環境会計への アプローチか らも推量 され る、 と主.
張 する。
以上 、本 論文 は、中国企 業会計へ の、(i>.企業会計制度 か らのアプ ローチ、(ii)管理会
計 か らのアプローチ、(iii)環境 会計か らの アプローチ、とい う3つの側面 か ら、中国企業会
計の最 も際立つ特質 として、「アカウンタビ リデ ィ概.念の欠如」の抽出 を裏付 けてい る.特 に
それ は、(i)と(a)に 強 く現 れて いる。管理会計 につ いては、中華人民共和国の管理.会計
と台湾 のそれ との発展の差 が大 きい ために一括 して論 じることは難 しい。株主 をは じめ とす
るステイ クホル ダーに支 え られ た企業の経営管理 に役 立て るため に管理 会計技法 を用 い る、
という会計観の醸成 にとって、ア カウンタビ リテ.イ概念 は必須 の概念 で あるが、現 在の とこ
ろ、中華人民共和国 および台r5のいずれか らも、その痕跡 は見出せていない。
か く して、本論文は、 中国 におけ る企業会計 に関す る 「包括 的」 なアプ ローチか ら、中国
企業会計の特質 と して、(1)「会計制度 ・技法の キ.ヤッチ ア ップが速い こと」、(2)「ア カウン
タビ リティ概 念が欠如 して いるこ と」、(3)「管理会計 の財務 会計化」が抽出 され る、 とい う









が提起 された1978年以前 と以後で大 きく異なる。建国時の1949年から78年までは、社会主義
計画経済体制がとられ、その体制の下で、企業会計制度は、政府が企業を経営管理するとい






こを起点に再び発展 している、と捉 える。まt:国 時からの.....・貫 した中国自体の企業会計の
流れ として、中国における責任会計の生成と発展に焦点を当てる。さらに中国の管理会計の
中国的特色について分析 を試みる。また現代中国において環境問題は深刻な問題であること




第H部 では、 もう一方の流れである遷台後の中華民国(以 下、台湾)の 企業会計に焦点 を
当て、遷台時前後から現代までのその生成 と発展について研究する。台湾の企業会計制度は、
政府が一貫 しているので、制度的な継続性 は保 たれている。まず、台湾における企業会計制
度の生成 と発展を跡付ける。 さらに、台湾の管理会計を分析する際に、管理会計技法が台湾
の実務界にとって 「レレバンス ・ロス ト」 となっていないかを検討する。また、バ ランス
ト・スコアカー ドを具体例 として、管理会計技術移転における日本と台湾のケースについて















(2)銀行業 ・鉄道業 ・交易所業(取 引所業〉にみる当時の中国会計事情













一国営企業の 「原価 セ ンター」に よる経営管理の時代一
(1)社会主義計画経済の成立期(1949一一58年)
(2)毛沢東思潮 高揚期(1958-75;〉
第4節 改革 開放 の時代 ・第一期 ・放権譲利の時代(1978-92年)
・一国営企業 の 「利益 セ ンター」 による経営管理の時代一
(1)「自主権拡大」(利益 セ ンター)企 業 と 「責任拡 大」(投資 セ ンター)企 業の区分
(2>企業内部銀行制度 発展の時期(1978-8fi年)
(3)経営請負責任制(承 包経営責任制)の 時期(1987一一92年)
第5節 改革開放の時代 ・第二期 ・社会主義市場経済 の時代(1992年～現在 〉
一国有企業の 「投資 センター」に よる経営管理の時代一
(1)鄭小平の 「南巡講話Jの 背景 と効果
(2)中国的責任会計の新たな取 り組 み
































































第1節 は じめに(問 題提起)



















(1>3E研究院 プロジェク トの発足 と環境会計研究の スター ト

























(4)1970年代:重 化学工業化 「会計環境の国際化への助走 と停滞」
(5)1980年代=重 化学工業からハイテク産業へ 「会計環境の国際化」










































第5節 台湾におけるレレバンス ・ロス トと逆レレバンス ・ロス トの検証
(1)先進国における管理会計のレレバンス ・ロス トとその対処
(2)台湾における管理会計のレレバンス ・ロス トと逆レレバンス ・ロス ト
(3>実務家と研究教育者による管理会計技法の適用可能性の評価






第7章 台湾 にお けるバ ランス ト・スコアカー ドの導入 と現状
一 日本 と台湾 との比較 を中心 に一
第1節 は じめに(問 題提起)













第4節 台湾の実務 界におけるバ ランス ト・ス コアカー ドの導入
(1>世界の実務界 におけるBSCの普及動 向
(2>台湾企業におけ るBSCの認識 と企業へ の導 入およびその成功可否 の調査内容
(3>調査対象企業 とその回答の検討




第1節 は じめに(問 題提起〉










































まず 、清朝末期か ら国民革命期にか けての中国の会計事情 を知 る手掛か りとして、Fischer
[1927ユによるTheJaurn｢lofAccountancyに掲載 された"AccountingandAuditinginChina"
を検討 してい る。続 いて、中国に進出 していた 日本の企業や教育機 関で、会計 関係 の仕事や
会計教育 ・会 計研究 に携 わっていた 日本人 に よる論文や報告書等 を検討 してい る。特 に東亜
同文書 院の有 本邦造 教授 よ る一連の著書 や論文 、東亜r文 書院支那研究部 の 『支那研 究」や
初期の頃の 『會計』等に見出せ る論文 や報告書 は、 この時代 を知 る貴重な資料 である。次 に 、
当時の会計制度 に関わ る諸法律や諸規定等 を検討 している。 「公司律」(1904年)、「公司條例 」
(1914年〉、「公司法」(1929年)等の公司法(会 社 法)関 係 の諸法律や、「會計師暫行章程(会
計士暫定規定)」、「會計師註冊章程(会 計士.登録規定)」(1927年)、「會計師條例(会 計士条例 〉」
(1930年〉等の會 計師(会 計士)に 関す る諸規約 、および上海中華民國會計師公會(上 海 中華
民国会計士協会)の 「上海 中華民 國會 計師 公會 章程(上 海 中華民国会計士協会規 則)」等會 計
師公會(会 計士協 会)に 関 する諸規則 を検 討 してい る。複式簿記 の導 入や公 司法(会 社 法)
の制定 に対 して、 日本か らの影響 も少 な くないこと も判.明してい る。
国民 革命期 におけ る会計制 度の変 遷 につ いて は、辛 亥革命 期か ら北伐 戦争 開始期 まで を
「會計師暫行章程」の時代 と して捉 え、時代背景 と会計事情(特 に会計帥の制度)、規定内容 、
さ らに当時の 日本の会計 プロフェ ッシ ョンの事情 との比 較検 討 を行 ってい る。続 いて、北 伐
戦争 開始期 か ら第二次世界大戦終結 期 まで を、「會計師註 冊章程」・「會計師 覆験 章程」お よび
「會計師條例」の時代 の時代 と して捉 え検討 している。会計師 とい う資格 を得 るためには、そ
の地 の支配政府の許.可必要で あった こと、 さらに 「會 計師註ilff」・「會計師覆験章 程」に
至 っては国民党党員で あることまで もが要求 されていた こと、會計師公會(会 計十協.会)の
設 立地域 か ら南京国民政府 の勢 力範 囲が推測 で きることにつ いても検討 してい る。
なお、表記上 、第1章において は、原語 の漢字 のイ.メー ジ を重視 してい るため、原語 を先 に
出 し翻 訳 をその後の括弧 にて示す方法 を取 ってい る。 さらに頻出す る用語 につ いては、 その
後 は原 語のみと してい る。
第1章 「中国的責任会計の生成 と発展」 は、AccountingOrg｢nizationandSocietyに、1988年
掲載 され.たSkousenandYang[1988]"WesternManagementAccounfingandtheEconomic
ReformsofChina'が提示す る 「経 営管理 シス テムの分類 と会計責任 セ ンターの関係」 とい う
フ レー ムワークを拠 りどころ としなが ら、所謂 中国的責任会計 の生成 と発展 について 、他 の
論者 の見解 も各所 に盛 り込んで考察 してい る。第4章の文献 レビューで も検討 しているが、n
本 にお ける中国会計研究 には、欧米 での研究成 果 に関す る検討 がほ とん ど出て こない。ま し
て管理 会計の分野で は皆無で あ るので、 そ うした研究の未開拓 分野 を開拓 す るとい う試 み も
入ってい る。
建 国時の1949年か ら改革開放の時代 が始 まる1978年までは、「一国一一'企業 」 とい う経済体制
であ った ため 、中国 における責任 会計の生成 と発展 は、中国におけ る企業会計制度 その もの
一153一
『中国企業会計の研究』
で もあった。 この社.会主義計画経済 の時代 では、責 任会計 を国営 企業 の 「原価 セジター」 に
よる経 営管理 の時代 の.会計 システ ムと して捉 えてい る。 さらに社 会 主義計画経 済 の成 立期
(7949一一58年)と毛沢東思潮高揚期(1958-78年)に区分 して検討 しているが、いずれ の時代
も、生 産性 をr.げる方 法に苦慮す るの である。東西 を問わず、 いかに して労働者 か ら勤労の
インセンテ ィヴを引 き出すかが問題 になるの である。国営企業の損失 は国家が補填 す る仕組
みの下 で は、国家 がそのイ ンセンテ ィヴを考 え出 さなければな らなかった。その行 き着 くと
ころが物 的 インセ ンテ ィヴへの回帰で あった。 これ が改革 開放の時代開幕 の トリガー ともな
ったので ある。
本論文で は、改 革開放の時代 の第 一・期 を、放権 譲利 の時代.(1978-92年)として捉 えてい
る。す なわち.、国営企業 において さまざまな権 利 を企業 自身に委譲 し、インセ ンテ ィヴ高揚
を試み た時代 で あり、国営企業 は 「利益 セ ンター」 による経営形 態へ と変化 していった。 し
か し生産性の低下 は止 まらず 、遂 に1985年、国営企業 は 「.一国一企業」 と しての損益 分岐点
を割 り込 んで しま うのである。SkousenandYang,の論文は1988年公表なので、 この頃 までを
対象 としてtheEconomicReformsといってい るのであろ うが、theEconomicReformsはさら
に続 いたので ある。
改革 開放 の時代の第二期 は、社 会主義 市場経 済の時代(1992一一現 在)で ある。本論文で
は、国有 企業経営形態 を 「投資 センター」 による経営管 理の時代 と して捉 えてい る。 その行
き着 くと ころは、株式会社化 で あろうが、必ず しもその転換 は円滑 には進 まず、現在 も国有
企業改.革は続 いてい る。 したが って中国的特.色と しての中国的責任会計 の研究 が、依然必要
とされて いるのであ る。最近設立 され た国家 会計学院 におけ る二大役割の1つに、 「国有企業
改革の ために国有企業 管理者 は財務管理 を修得す る こと」 が挙 げ られ てい ることか ら見て 、
未だ、国有 企業の 「投 資セ ンター」 と しての役割は十分 には果 た されて はい ない とい える。
第2章 「中国の管理会計 における中国的特 色 を形 成す る基礎 的要素」 では、～馬巧根[200i]
「管理会計の 中国的特色論」 をベ ースに、概念 的な意味で 「中国的特色」 とは何か を主眼に置
いて検討 している。本論文 では、特 に管理会計の分野 に重点 を置 くこ とに1つの 目標 を置いて
いるので、中国の管理会計 を婿 究す るに当た り、 まず 、中国 におけ る管理会計の特色 、所謂
「中国的特色」 につ いて考察す る必要が あった。す なわ ち、1949-78Tにおける中.国企業は 、
その大半 が国営企業で あ り、またイデオ ロギー上の理 由か ら管理 会計 とい う用語 もない状態
であった が、 しか し、第1章で検討 した.責任会計 に見 られるよ うにそれ を機 能 とする会計 シス
テムは存在 して いた。1978年末以降の改革 開放 政策に より、西側諸 国か ら経営管理の概念 と
技術が導入 され、管理会計.も中国の従来 のシステムの中に取 り込 まれ、 「中国的特色」 を形成
す るに至 った。 凋[2001]では、中国の管理 会計実践 にお ける中国的特色 を形成す る基本的
要素 として 、①政府 の誘導性、②企業実践 の緊 密性 、③管理活 動 の自発性 、④ 管理方法の実
用性 、⑤具体 的な扱い方の柔軟性 、⑥発展形式 の漸進性 、⑦ 文化建設の.普及性.、とい う7要素
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が、グローバル化の波の中で国際的に調和化 し、「中国的特色Jを 消滅 させていく道程を辿 り
つつあるのに対 し、中国会計が中国会計として、すなわち本当の意昧で 「中国的特色」を有
する会計としてアイデンティティを標榜できるのは、むしろ管理会計においてではないだろ


































第4章 「巾国の環境会計」では、環境悪化に苦 しむ中国に対 し、 日本がこれまで取 り組み、
世界的にもその先進性が認められている環境会計を、中国の環境保全対策の一環 として役立
てる可能性、すなわち、環境会計の日本か ら中国への移転の可能性 を考察 している。中国会
計の研究において、中国の環境会計を扱った文献は未だ日本にはない。論述するに当たって、
まず、中国における環境問題 と環境保全対策について調べている。その結果、中国の環境問
題は、東アジア共通の問題と中国固有.の問題があることが判明 した.ま た、中国自体 も環境




学自体は非常に隆盛であり、環境に関する報告書等も多く出版 されていた。 しか し、環境そ
れ自体は益々悪化の途 を辿 っている。それが現実である。
1999年、慶応大学と清華大学との問に、3E(Energy,EnvironmentandEconomy)研究院
プロジェク トという共同研究プロジェク トが発足 した。この3E研究院プロジェク トの中の中
国企業管理研究チームが、①中国において環境会計報告書が実務界で.全く普及 していないこ
と、② 中国において環境会計の研究が学会で も進んでいないこと、を受けて中国において2年




の対象 として取 り上げている。同社の環境会計は、Flの 環境庁(現 、環境省)が2000年3月
に公表 した環境会計ガイ ドラインに準拠 して作成 されていることが判明している。日本が持
つ環境会計技法の国際移転の好例である。





























その運用のための会計制度が整備 されていった。1970年代は、会計制度 も国際化を日指 し、










て いる。最後 に、台湾 の財務 会計基準(財 務 会計準則 公報)が 国際財務報 告基準(IFRSs)
に対 して、 どの程度調和 してい るか を、GrahamandWang[1995]による調査 「台湾 の会計
基準 と国際会計 基準 との比較(TaiwanandInternationalAccounfin.gStandards:ACompari-
son)」の フ レームワークを利用 し、その補足 と修正 を行 い、検 討 している。その結果 、台湾
の 「財務会計 準則 公報.」は、国際 的に見て もか なりの水準 にあることが判 明 した。 また、台
湾 におけ る会計基準設定 のケ ースは、IFRsが、発展途 上国における会計基準形成 に対 して も
適用可能であ り、有効 なもので あることを示唆 してい ることも判 明 した。
第6章 「台湾 における管理会計の理論 と実践」で は、管理会計技法の 国際移転(internation-
altransfer>について、その考察 の フレーム ワークであ る 「管理会計技法の国際移転ル ー トの
フ レーム ワーク」 に基づ きなが ら、 そのル ー トとフレームワークを検討 している。 さらにそ
の フレーム ワークを具体的 に、 アメ リカか ら台湾 に管理会計技法が移転す るケースに当 ては
めて考察 してい る。管理会計技 法の移転媒体 として、 まず、台湾の代表的 な管理 会計の テキ
ス トの中で扱 われてい る管理 会計技 法を分析 してい る。さらにWu,Kang,YehandLin[1997]
の"FinancialandManagementAccounfingPracticesinTaiwan"で調査 した管理会計技法 と比
較分析 してい る。 また、管理会計技法 の国際移転 には人材に よるルー トもあるが、台湾 にお
ける会計担 当者 は65%がアメ リカでの博士号(Ph.D)取 得者(1998年現在)で あ ることも判
明 した。以上の状況か ら、 アメ リカか ら台湾 に国際 的に移 転 して きた管理会計技法 は、台湾
の研究教 育界において、理 論面で着実 に定着 化 している ことが判 明 した。次 にその定 着化 し
た管理会計技法 は、台湾では、実務界か らの要求 にどれ くらい レレバ ンス(Relevance>性を
持 って い るか とい う分析 を行った。 ア メリカで は、実務 が理論 に先 行 し、研究教育.界か らも
た らされ る管理会計は、実務界の実践 に比べ陳腐化 とい う現象 が生 まれていたが、台湾で は、
アメ リカの状況 とは逆 に、実務 界は 、...部の先端 的企業 を除 き、伝統 的な(ア メ リカでは陳
腐化 したと看傲 され た)理 論 を求めてい ることが判明 した。す なわち、実務界 は、研究 教育
界での先端的理論 を生 かす ところ まで は発達 してい ないため、やは り理論 が実務 に対 し適合
性 を喪失 している状況 をもた らしていた6こ の現 象 を、理論 が実務 に先行 してい るとい う意
昧 で 「逆 レレバ ンス ・.ロ.スト(oppositerelevancelost>」と名付 けた。この逆 レレバ ンス ・ロ
ス トとい う現象 は、台湾 だけではな く、管理会 計技 法の移転 を受 ける(輸 人す る)他 の 国々
に も当て はまる現象 と考 えられ る1す なわ ち、 レレバ ンス ・ロス トとい う現 象のみ が管理 会
計 の研究分野で は注 目されてい るが、「逆 レレバ ンス ・ロス ト」 とい う現象 もアジア諸 国の管
理会計 を研究す る場合、見逃 してはな らない現象であ ることを強調 して いる。
第7章 「台湾におけるバ ランス ト・.スコァカー ドの導 入 と現状一 日本 と台湾 との比較 を中心
に一」 では、台湾 におけるバ ラ ン.スト・スコァ.カー ド(BalancedScorecard:以下BSC)(平
衡計分.拘 の反応 と日本にお けるそれ との比較 に焦点 を当て、理 論が実務 に先 行す るとい う
管理会 計技 法の受入国特有の 「逆 レ レバ ンス ・ロス ト」現象 を通 して考察 してい る。す なわ
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ち、管理 会計技法の国豫移転 の1つのル ー トは、研究教育界 を通 してのルー トであるが、アメ
リカでのKaplanとNortonのBSCに関す る著書 と論文が、台湾 と日本において、いつの時点
で翻 訳紹介 され研究 されて行 ったか を比較対 照 を行 って いる。その比 較を通 して、台湾 と 日
本 とではBSCの 移転 に関 しどのよ うな相 違が あったか を検討 している。 もう1つのル ー トは
実務界 へのル ー トで あるが、本章ではル ー トその もの よ り移転 した結果 として、BSCが 現在
どの程度 台湾 の実務界 に浸透 してい るか を検討 してい る。その結果 、BSCの台湾 への移転 は 、
日本 と比較すれ ば、遅 れた スター トで あった。それが、21世紀 に入 る と、加速度 的に注 目 さ
れ るよ うにな り、市販の会計専門誌 『.會計研究月刊』 を中心に、単にBSCに 関す る紹介論文
だけではな く、BSC導 入の実践論文 もたびたび掲載 され るようになってい った ことが判明 し
た。KaplanとNortonの著書 や論文 も、呉安一国立政治大学教授等によって精力的 にかつ詳細
に紹介解 説 されてい った。 さらに導入実践報告 も本格 的 になって いった。 その1つがBSCの
適用 が最 も望 まれて いる情報部門へ の応用 の試 みで あった。 こ うした事例研究 では、実務家
も加 え産学協 同で研究 が行われ、「逆 レレバ ンス ・ロス ト」 の状態 にあったと して も、 この段
階で は研究教育界 と実務界 との乖離 は解消 され る段 階 に入 った と見 ることがで きた。BSCの
実務界へ の浸透 であるが、rF泳泓[2002a]の所説 「台湾企業 のバ ランス ト・スコアカー ド導
入成功の実例 に したがって、企業の現状分析 と導入の あらましを検討す る」に依拠 しなが ら、
台湾 におけ るBSCの 実務界への導入 と現状 につ いて検 討 を行 った。 その結果、 「既 に導入 し
てい る」 が5%と 「現在導 入中」 が23%であ り、合計す ると28%の企業 が、ごく近い将来にお
いてBSC経 営 を行 うことになっている ことが判明 した。 さらに 「導 入を考慮 中」の35%を加
えると、実 に63%、すなわち6割強の台湾 企業 がBSCを 備 え ることにな り、額面 通 り受け1.r.
めれ ば、 まさに アメ リカリ水準 に到達 してい るこ とが判明 しt.,逆に 日本 の実務 界は、台湾
に比べ てBSCの導 入には消極 的で あった。台湾 の状況 との比 較分析 によって、その原 因 と日
本の現状 を考察 してい る。
第8章 「台湾 の環境会計」で は、台湾 における環境会計研究 を中心 に、台湾での 「環境会計
の制度化(lnstitutionalizationoftheEnvironmentalAccounting)」は、現在 どの ような状況 に
あるのか を検討 してい る。具体的には、台湾 の環境 会計研劣者 は、環境会計研究 にこれまで、
どの よ うな成 果 をもた ら して きたの か、そ して環境会 計研究 は現在 どのよ うな状況 に あるの
か、 さ らに環境 会計の台湾企業への導入 に際 し、環境 会計研究者 はどのよ うに企 業を啓 蒙 し
かつ指導 し、環境会 計 を制度化 しよ うとしてい るのか、について検証 している。 また、会計
技 法の国際移転 の観 点か ら、先進諸国特 に 日本の環境 会計研究の成果 や環境 省(環 境 庁時代
も含む)の 「環境 会計ガイ ドラ.イン」 は、台湾 の環境 会計研究 に役立 ってい るのか台か、 あ
るいは台湾 の環境 会計め研究 と実践 に 日本 か ら何 か.協力す る余地 はあるかの否 か、について
検討 してい る。
台湾 では、2000年に入る と、環境会計 の制度 化に向けた2つの大 きな研究 プロジェク トが実
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施 され、相次 いでその成果 が公表 された。1つは国立交通大学管理科 学部沈華榮教撞 に よる3
年 間にわたる調査研究 であ る沈華榮[2001a、2001b、2002b]の『「我 が国の環境 保全政策全
体の計画一 企業環境 会計制度 の構 築」期末報告』の シ リーズで あり、 もう1つは国立台湾大学
会計学部林揮媚教授 に よる調査研究で ある林揮媚[2001]の 『台湾 における環境会 計実行可
能性の研究』であった。 この2つの報告書 は台湾 における環境会計の制度 化 に向 けてのオ ピニ
オ ン ・.レポー トな って いる。沈[2001a、2QOIb、2002b].につ いては、 日本の 「環境 会計 ガ
イ ドライン」 を..f分考慮 した内容に なって いるが、後者の林[2001ユで は全 くの無視 されて
い る。事例研究 と しては、世 界にお ける2大ピュア ・ファウ.ンドリー ・メーカーの1つ聯 華電
子(UMC)の ケースについて分析 してい る。今後の課題 と しては、環境 会計の制度 化に向け
ての可能性 を探索 し、そのための提言 を行 ってい る。第4章で扱 った中国の場合 と同様 に、東
ア ジアの環境保全の ために、 日本が有 して いる世界的 に見 て も最先 端 とい える環境会 計の技
法を、中台協力の下 、台湾 にも生 か したいと考 えてい るか らで ある。第1に、産 官学が一体 と
なって協力体制 を構築す るこ とが必要で ある。台湾ほ どの経済規模 で、環境報告書 を出 して
い る企業 が数社 では、余 りに も少 なす ぎる。 この状況 は、.第7章で扱 ったBSCと は対照 的で
ある。第2に、環境会計 ガ.イドライ ン制定 を促進す る必要 がある。台湾.企業 が環境会 計を制度
と して導 入す るか否か は、最終 的には環境会計 ガイ ドラインが制定 で きるか否か にか かって
いる といって も過言で.はないで あろ う。デ ンマ ークやオ ランダの よ うに法制化の道 をとるの
か、 日本 のよ うに ガイ ドライン化 の道 を とるのか、 とい ういずれ かの道が ある。先の林揮娼
教授 は.前者 を、沈 華榮教授 は後者 を、.それぞれの報告書の 中で模索 してい るように感 じて い
る。
終 章 「本論文の総括 と課題」で は、本論 文の総抵 として、本論文 の主 旨で述べた 中国 にお
ける企業会計 につ いての 「包括的」 とい う用語 を再度確 認 し、 その 「包括 的」な アプローチ
か ら、 さらにその 中の 、企業会計制度 、管理.会計、amp会計 とい う3分野 か らのアプローチに
つ いて確認 して いる。以上の 「包括的」 なアプ ローチか ら、 中国企業 会計の特質 と して、以
下 の3点が抽 出 された、 とする。すなわち、
① 会計制度 ・技法の キャ ッチ ア ップが速い こと
.企業会計制度 の アプローチか らは、国内 の会計基準 の資 本主義先進 国におけ る会計基準へ
のキ ャッチア ップが.内 容 および実質 はと もか くも形式 的には実 に迅速 であ る、 とい うこと
が判 明 した。管理会 計 のアプ ローチにお いて も、中華人民 共和国 と台湾 とでは時期的 な違い
はあ るが、国際移転 が速 く、特 に理 論面での キャ ッチア ップは著 しく、理 論が先行す るとい
う意味 での 「逆 レレパ ンス ・ロス ト」現象 さえ起 こ してい る、 とい うこ とが判明 した。環境
会計の アプ ローチに おいては、中華 人民共和nと 台湾 とでは、制度化へ の道は まだ模索中で
あるが理論面 はよ く研 究 され ている、 とい うことが判 明 した。 こう したキ ャッチ アップが速








欧米で花 を咲かせた資本主義の種 は、アジア諸国にも蒔かれていったが、欧米 と同じプロ
セスを辿ったので.は花はいつ までたっても咲かない。アジアという風土にはアジアという風
土に合った咲かせ方があった。有能なエ リー トは政府に集まり、逆に民間にはそれがなかっ
た。政府にあって有能なエ リー トは、限られた資源を最適配分 し、外資を十分に導人して、
経済 を発展 させ る政策すなわち開発独裁政策をとった。それが国家としての中心的目標であ
った。社会主義をとった中華人民共和国は出遅れたが、改革開放政策として、実質的に開発
独裁の政策を導入 していった。そしてこの開発独裁政策を具体的に推 し進めるインフラ整備




実質的には、経済的にはまだその段階には達 していないために適合 しない制度(例 えば、連
結会計等)は 保留 とされた。欧米型の市場経済が未熟な段階では当然の選択でもあった。し








































存在 していたため、むしろ韓国との共通点が多 く、中華.人民共和国における 「管理会計の財
務会計化」という特質を見出すには至 らなかった。台湾では、財務会計分野においてより精
緻な資本計算(財 務報告面でのキャッシュフローの割引計算の導入など)が要求 されるよう


























































(3)本論文において、論文提出者のオ リジナ リティに当たる部分がもう少 し強調されてもよ
かったように思われる。たとえば、「管理会.計技法の国際移転ルー トのフレームワーク」













ている。 これ までに、特に会計技法の国際移転という観点か ら、管理会計、国際会計(特 に





以.上の審査結果に基づ き、本論文の提出者 ・大島.正克は、「博十(商 学)早 稲田大学」の学
位を受ける十分な資格があると認められる。
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